
農地等の利用の最適化の推進に関する指針について 

 

 

「農業委員会等に関する法律」第７条に基づき、五所川原市農業委員会に係る

標記指針を下記のとおり定める。 

 

記 

 

１．担い手の農地の利用集積・集約 

（１）目標 

目標年度 管内の農地面積(A) 農地利用集積面積(B) 集積率(B/A) 

平成２８年度 ９，３３０ha ５，３１７ha ５７％ 

平成３２年度 ９，３３０ha ６，２７３ha ６７％ 

平成３５年度 ９，３３０ha ６，９９０ha ７５％ 

※平成２８年度は実績 

 

（２）推進方法 

  ① 人・農地プラン集落座談会に積極的に参加し、農業委員会として人と

農地の問題解決のため意見を述べる。 

  ② 農地中間管理機構等関係機関と連携を密にし、戸別訪問等を実施して

農家の意向を把握し農地中間管理事業を推進する。 

 

２．遊休農地の発生防止・解消 

（１）目標 

目標年度 管内の農地面積（A） 遊休農地面積（B） 集積率（B/A） 

平成２８年度 ９，３３０ha ２９．１ha ０．３０％ 

平成３２年度 ９，３３０ha １４．３ha ０．１０％ 

平成３５年度 ９，３３０ha ３．２ha ０．０１％ 

※平成２８年度は実績 

 

（２）推進方法 

    農業委員及び推進委員の日常的な活動及び農地パトロールの実施によ

り状況を把握し、必要に応じて指導、助言を行う。 

   

３．新規参入の促進 

（１）目標 



目標年度 新規参入者数 

平成２８年度 ６経営体 

平成３２年度 １０経営体 

平成３５年度 １０経営体 

※平成２８年度は実績 

 

（２）推進方法 

    新規就農を検討している人や就農希望者への窓口相談や農地のあっせ

ん等、農業委員、推進委員及び関係機関が連携して、円滑に就農できる

よう体制を強化し新規就農者の確保に努める。 

 

４．目標・推進方法の見直しについて 

   本指針の目標及び推進方法については、達成状況等を踏まえ毎年度検討

を加えるとともに、農業委員・推進委員の改選期である３年ごとに見直し

を行なう。 


